
アフリカ投資リスクに
どう対応するか？

近年、日本企業の対アフリカ投資が活発に動いて

いる。資源開発のフロンティアとして、拡大スピード

の速い市場として、さまざまな業種でアフリカが注目

されるようになった。日本政府も2008 年に開催した

アフリカ開発会議（TICAD IV）において、日本企業

による対アフリカ投資が倍増するよう支援していくと

のコミットメントを行った。「援助より投資を」という

声はアフリカ諸国政府にも強い。

だが、アフリカ投資にはアジア諸国に対する投資

とは違って特有のリスクやコストが伴う。インフラが

決定的に不足しているにもかかわらず政府の行政力

は脆弱で、マラリアやエイズなど感染症の脅威もある。

労働力の調達は困難でコストは全般的に高い。

アジア経済研究所ではTICAD IVでの横浜行動

計画に従い、当研究所初の政策経費（政策執行のた

めの予算）の配賦を受けて「対アフリカ投資誘致型

実証事業」を立ち上げた。その目的は、アフリカ特

有のリスクやコストに対する対処策をみつけだし、そ

の費用対効果を数字で示して「見える」化することで

あった。アフリカに進出している日本企業数社との協

議から始め、具体的諸問題に関して企業側と共同で

実証プロジェクトを設計した。それが以下の3本であ

る。

１．HIV/AIDS労務対策
HIV/AIDSは人類的課題だが、アフリカの地域問

題でもある。国連合同エイズ計画（UNAIDS）によ

れば世界全体で現在およそ3340万人のHIV感染者

がいるが、うち7割近くの 2240万人はサブサハラ・

アフリカに集中している。エイズを発病して死亡する

人の75％、140万人はアフリカ人なのである。

HIV感染者数が世界でもっとも多いのが南アフリ

カで、その数は 570万人にものぼり、感染率は成人

人口の17％と推定されている。南アフリカは日本のア

フリカビジネスの拠点だが、これだけ感染率が高い

と従業員のなかにもHIV感染者がかならずいると考

えなくてはならない。HIV/AIDS 問題への対応を労

務対策のなかに組み込んでおかなければ、彼らはや

がてエイズを発病して死亡するだろう。実際南アフリ

カ政府は、企業に被雇用者に対するHIV/AIDS 対

策を要請しているのである。

われわれは、現地に進出している日本企業のな

かで最大の雇用をもつトヨタの現地法人と協力して、

HIV/AIDS労務対策に関するプロジェクトを立ち上げ

た。同社が直面していた問題はHIV検査が思うよう

に捗らないことだったので、従業員におけるHIV検

査率の向上を目的としたプロジェクトを設計し、アジ

ア経済研究所が費用を負担して全従業員を対象とし

た実証実験を行った。その結果、検査率を81％にま

で引き上げることに成功し、そのための1人当たり費

用を細かく算定して、同社に報告した。

このプロジェクトが収集したデータと分析結果はト

ヨタの南アフリカ現地法人に伺って報告したが、さら

に、トヨタ自動車株式会社の同意をえて当研究所の

ウェブサイトで公開している。トヨタは、このプロジェ

クトの成果が広く共有され日本企業のアフリカ展開に

益することを希望している。

２．マラリアとの戦い
世界保健機関（WHO）によれば 2010 年における
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